
（１）令和7年度の公共事業費（12月末現在）

（単位：億円，％）

年度及び 令和６年度 令和７年度 令和７年度

県名 項目 最終 当初 12月末現在 増減額 増減率 増減額 増減率

及び項目 A B C D=C-A D/A*100 E=C-B E/B*100

事業費 10,401 10,961 12,122 1,721 16.6 1,161 10.6

工事費 8,437 8,971 10,045 1,608 19.1 1,074 12.0

事業費 6,200 6,180 6,456 255 4.1 276 4.5

工事費 4,963 4,900 5,176 213 4.3 275 5.6

事業費 2,684 2,720 2,885 201 7.5 164 6.0

工事費 2,233 2,273 2,421 188 8.4 149 6.6

事業費 1,517 2,061 2,782 1,266 83.4 721 35.0

工事費 1,241 1,798 2,448 1,207 97.3 650 36.1

(注)・施工が複数年度にわたる債務負担工事については当年度支払い分を計上。

・ゼロ国債は、支払年度に全額計上。

・工期が翌年度にわたる繰越工事については、全額を契約年度に計上。

・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。

令和７年度当初との比較

県
別
内
訳

新潟県

富山県

石川県

令和7年度12月末の北陸３県における公共事業費は、事業費ベースで12,122億円、工事費ベース
で10,045億円となり、今年度の当初予算と比較すると、事業費で1,161億円増（10.6％増）、工事
費で1,074億円増（12.0％増）となっている。
　県別の内訳は、当初予算との比較で新潟県が事業費276億円増（4.5％増）、工事費275億円増
（5.6％増）、富山県が事業費164億円増（6.0％増）、工事費149億円増（6.6％増）、石川県が事
業費721億円増（35.0％増）、工事費650億円増（36.1％増）となっている。

令和7年度　公共事業費（12月末現在）

令和６年度最終との比較

３ 県 計

※本誌で集計しているデータは、新潟県・富山県・石川県内の事業費等をとりまとめたものです。
また、集計対象機関は、国の機関として農林水産省､国土交通省（港湾空港含む）、事業団・政府企業等と

して日本下水道事業団、(独)鉄道建設･運輸施設整備支援機構､東日本高速道路(株)､中日本高速道路(株)、新
潟県、富山県、石川県、および各県内市町村です。

なお、石川県（市町村を含む）の令和６年度最終、令和７年度当初、令和７年12月末現在のデータは反映さ
れておりません。

記事提供：公共事業施行対策北陸地方協議会

2.建設活動の傾向
(1) 公 共 事 業 費



（２）12月末現在事業執行状況（工事費）

　　

（単位：億円，％）

年度 R7当初 R6 12月末

との比較 との比較

県名 (A) 契約率 (B) 契約率 (C) 契約率 (A)-(B) (A)-(C)

6,466 64.4 6,910 77.0 8,408 67.3 ▲444 ▲1,941
(10,045) (8,971) (12,497)

3,392 65.5 4,007 81.8 3,720 71.4 ▲615 ▲329
(5,176) (4,900) (5,211)

1,743 72.0 2,017 88.8 1,693 64.7 ▲275 50
(2,421) (2,273) (2,615)

1,332 54.4 886 49.3 2,994 64.1 446 ▲1,662
(2,448) (1,798) (4,672)

(注)　・（　）書きは、各時点での計画額（全工事費）。
・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。

令和7年における公共事業の第３四半期事業執行状況は、北陸３県計で6,466億円（契
約率64.4％）となった。
　県別の第３四半期事業執行状況は、新潟県は65.5％、富山県は72.0％、石川県は
54.4％となっている。

富 山 県

石 川 県

３ 県 計

新 潟 県

事業執行状況(工事費)

契約状況（4～12月）

R7年度 12月末現在 R7 当初計画 R6年度 12月末
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北陸３県及び機関別事業費等の比較グラフ
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県域毎の事業費等の比較グラフ

機関別契約率のグラフ
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（注）・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。



機関別工事費の推移（３県計）

(注)・令和６年度以前は最終額、令和７年度は12月末現在計画額。
・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。
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（単位：億円，％）

県

新　潟　県 富　山　県 石　川　県

年度 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率

機関 計画 最終 ％ 計画 最終 ％ 計画 最終 ％ 計画 最終 ％

A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100

事業費 4,224 3,345 878 26.3 1,340 1,339 1 0.1 589 609 ▲20 ▲3.3 2,295 1,398 897 64.2

工事費 3,491 2,709 781 28.8 1,005 1,050 ▲45 ▲4.3 489 515 ▲26 ▲5.0 1,996 1,144 852 74.5

事業費 1,049 1,030 18 1.8 702 725 ▲24 ▲3.2 78 186 ▲108 ▲58.2 269 119 150 126.5

工事費 875 852 23 2.7 562 568 ▲7 ▲1.1 78 186 ▲108 ▲58.2 235 97 138 141.9

事業費 3,358 3,013 345 11.4 1,851 1,846 4 0.2 1,289 1,167 123 10.5 218 0 218 －

工事費 2,685 2,343 342 14.6 1,451 1,416 35 2.4 1,017 927 91 9.8 217 0 217 －

事業費 3,492 3,012 480 15.9 2,563 2,290 273 11.9 929 722 207 28.6 0 0 0 －

工事費 2,995 2,534 462 18.2 2,158 1,928 230 11.9 837 606 232 38.3 0 0 0 －

事業費 12,122 10,401 1,721 16.6 6,456 6,200 255 4.1 2,885 2,684 201 7.5 2,782 1,517 1,266 83.4

工事費 10,045 8,437 1,608 19.1 5,176 4,963 213 4.3 2,421 2,233 188 8.4 2,448 1,241 1,207 97.3

(注) ・国債及び繰越工事は、各年度毎に支払額を計上。
・ゼロ国債は、全て支払年度の第１四半期に計上。
・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。

市町村

合計

３　県　計

令和７年度  県別・機関別総括表（12月末現在）

国

県

事業団
政府企業等

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －



（単位：億円）

県

新　潟　県 富　山　県 石　川　県

年度 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率 R7年度 R6年度 増減額 増減率

工種 計画 最終 計画 最終 計画 最終 計画 最終

A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100 A B C=A-B C/B*100

治山・治水 事業費 1,300 1,287 13 1.0 739 724 15 2.0 474 496 ▲22 ▲4.5 87 67 21 30.9

工事費 999 1,024 ▲25 ▲2.4 545 540 5 1.0 387 438 ▲51 ▲11.5 67 46 21 44.6

農林水産 事業費 1,093 946 147 15.6 466 519 ▲53 ▲10.2 306 325 ▲18 ▲5.7 321 103 219 213.2

工事費 946 805 140 17.4 371 427 ▲56 ▲13.1 280 298 ▲18 ▲6.1 295 80 215 268.5

道路 事業費 3,498 3,443 55 1.6 2,432 2,459 ▲27 ▲1.1 728 754 ▲26 ▲3.4 337 230 108 46.8

工事費 2,637 2,648 ▲11 ▲0.4 1,804 1,829 ▲25 ▲1.4 554 630 ▲76 ▲12.1 279 189 91 48.0

港湾空港 事業費 353 281 72 25.6 209 165 44 26.7 71 69 2 2.9 73 47 26 55.3

工事費 315 240 75 31.3 196 149 47 31.5 59 60 ▲1 ▲1.7 60 31 29 93.5

下水道公園 事業費 840 668 172 25.8 560 479 81 16.8 258 181 77 42.7 22 7 15 202.7

工事費 761 579 182 31.4 496 424 72 16.8 243 148 96 64.8 22 7 15 202.7

住宅 事業費 86 51 35 67.3 44 34 10 29.4 42 17 25 141.6 0 0 0 －

工事費 75 44 31 69.9 39 31 8 25.8 36 13 23 175.2 0 0 0 －

庁舎 事業費 182 127 55 43.1 94 80 14 17.6 81 42 39 91.4 7 5 2 44.7

工事費 168 117 51 43.9 83 71 12 17.0 78 41 37 90.2 7 5 2 44.7

土地造成 事業費 8 2 6 329.9 3 1 2 200.0 5 1 4 482.6 0 0 0 －

工事費 6 1 5 721.5 1 0 1 － 5 1 4 580.9 0 0 0 －

鉄道軌道 事業費 117 50 67 134.5 1 1 0 0.0 2 3 ▲1 ▲33.3 114 46 68 148.4

工事費 81 25 56 221.1 0 0 0 － 1 1 0 0.0 80 24 56 230.3

学校病院 事業費 646 758 ▲113 ▲14.9 460 617 ▲157 ▲25.4 186 141 44 31.4 0 0 0 －

工事費 591 708 ▲117 ▲16.6 410 574 ▲164 ▲28.6 181 134 47 34.8 0 0 0 －

工業用水道 事業費 645 444 201 45.3 521 315 206 65.4 124 129 ▲5 ▲3.7 0 0 0 －

上水道 工事費 599 430 169 39.2 476 302 174 57.6 123 128 ▲5 ▲4.1 0 0 0 －

災害復旧 事業費 2,350 1,575 775 49.2 259 279 ▲20 ▲7.2 270 283 ▲13 ▲4.6 1,821 1,013 808 79.8

工事費 2,134 1,387 747 53.9 243 263 ▲21 ▲7.8 253 264 ▲12 ▲4.4 1,638 859 780 90.8

その他 事業費 1,006 770 236 30.7 668 527 141 26.8 338 243 95 39.3 0 0 0 －

工事費 734 429 305 71.0 512 352 160 45.5 222 77 145 187.7 0 0 0 －

合計 事業費 12,122 10,401 1,721 16.6 6,456 6,200 255 4.1 2,885 2,684 201 7.5 2,782 1,517 1,266 83.4

工事費 10,045 8,437 1,608 19.1 5,176 4,963 213 4.3 2,421 2,233 188 8.4 2,448 1,241 1,207 97.3
(注) ・国債及び繰越工事は、各年度毎に支払額を計上。

・ゼロ国債は、全て支払年度の第１四半期に計上。
・各数値は、集計単位に四捨五入した数値の為、合計値と合わない場合があります。

令和７年度  県別・工種別総括表（12月末現在）

３　県　計
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